研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　　　南山苑　　　　　　　職　種　事務員　　　　　　氏　名　　坂本　純

	期　　間　　平成　20年　8月　28日　～　平成　20年　8月　29日

	出張目的　　防火管理に関する研修会

	出 張 先　　青森厚生年金休暇センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


1、 研修に関する考察

どんなに立派な建物や防災設備を調えていたとしても、火災というものは人々のちょっとした不注意から発生する。また自然災害や放火なども考えると火災発生の危険性は常に存在している。そのような中で重要になってくることは「防火管理」である。「防火管理」とは、火災の発生を未然に防止し、かつ火災発生時にもその被害を最小限にとどめる為に、必要な対策を確立し、実施することである。その為にはまず、火災の恐ろしさを知り、火災を発生させないという日頃の意識が重要になる。また、「自分のところは自分で守る」という自主防火管理意識を防火管理者はもとより、スタッフ1人1人が理解し、協力していかなければならない。

しかしながら、万一火災が発生してしまった場合の為に具体的にはどのようなことを実施すればよいのか。過去の火災事例をみると、消防が駆けつけたときは既に手遅れであったり、防災設備が正確に作動しなかったりしたことにより多くの死亡者や負傷者をだしたものが多いという。そのような大惨事を起こさない為にも日頃から防災設備の点検の実施を行い、万が一の場合に正確に作動させることや実際の火災を想定した避難訓練を実施し初期消火や避難誘導などが適切行えるようにすることが重要となってくる。

＜要旨＞

●防火管理制度

防火対象物　　　：建築物をはじめ車両や船舶、その他の工作物、山林など、その中に収容されているすべてのもの

防火管理が義務づけられている防火対象物は「多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する防火対象物で法令で定められているもの」

特定防火対象物　：劇場や病院など不特定多数のものが利用したり、行動力にハンディキャップがあったりと火災が発生した場合に人命に及ぼす危険性が高い施設等(収容人員30人以上)

非特定防火対象物：学校などの特定の人が集まる施設等（収容人員50人以上）

管理権原者　　　：防火対象物の所有者や賃貸人

①管理責任→火災発生時に防火管理の最終責任を問われる。

②防火管理者選任→選任･解任の際は変更届を出す。

③防火管理業務の監督責任→防火管理者の監督をする義務。

防火管理者　　　：消防法第8条第1項に基づき、管理権原者によって選任される防火管理の責任者

※甲種防火管理者：すべての防火対象物において防火管理者になることができる。平成15年より、、収容人員が300人以上の特定防火管理対象物の防火管理者は一定期間ごとに再講習が義務付けられた。

※乙種防火管理者：特定防火対象物の場合延べ面積300㎡未満、非特定防火対象物の場合延べ面積500㎡未満、甲種防火対象物のテナント内で収容人員が特定用途の場合は30人未満、非特定用途の場合は50人未満の事業所が対象。

・防火管理業務

①消防計画の作成

②消防計画に基づく次に掲げる防火管理上必要な業務

ア)消火、通報及び非難の訓練の実施

イ)防災設備、消火活動上必要な施設の点検及び整備

ウ)火気の使用又は取り扱いに関する監督

エ)避難又は防火上必要な構造及び設備の維持監督

オ)収容人員の管理

③その他の防火管理上必要な業務

●火災の基礎知識

・燃焼の条件(燃焼の三要素)

①　可燃物；木材、石油など燃え易く酸化され易い物質

②　酸素　；酸化剤のように酸素を放ち易い物質も含む

③　熱源　；電気火花や摩擦、衝撃による発熱、酸化熱など様々ある

・燃焼とは

；可燃性ガスと空気が適当な割合で混合された場合に発生。その為可燃性ガスが濃過ぎても薄過ぎても燃焼しない。

・引火とは

；可燃性の液体や固体の表面に小さな熱を近づけて加熱したときその熱源によって炎を発して燃える現象。引火するときの最も低い温度を「引火点」という。

・発火とは

；可燃物を空気流で加熱したときに、表面などに熱源を近づけなくても自ら炎を発して燃える現象。

・消火法

①冷却消火法：熱源から熱を奪って、燃焼物を発火点以下に下げる方法。

②窒息消火法：燃焼の三要素である酸素の供給を絶つ方法。

③除去消火法：まだ燃焼を始めていない可燃物を燃焼している部分から切り離し、「防御線」を作ることで延焼を防ぐ方法。

④希釈消火法：可燃性ガスの濃度や可燃物の組成を燃焼限界以下に薄める方法。

⑤その他の消火法：燃焼は分子が酸素と結合して起こる酸化反応によるものであることから、ハロゲン化物などその反応を抑制する物質を用いて燃焼を断ち切る方法。

・煙の危険性

　煙は横方向（毎秒0.3～0.8ｍ）より、縦方向（毎秒3～5秒）のほうが、数倍も早い速度で煙は拡散していく。

●火気管理と収容人員の適正管理

１、火気管理

・火気使用設備器具

；火気使用設備器具の設置は信頼できるメーカーや専門業者に依頼するなどして安全が確保される方法で行なわなければならない。また、設置後も技術者や有資格者に点検や整備を行なわせることが重要となる。

・防炎物品

；旅館や病院など、特に人命危険の高い特定防火対象物では、カーテンやカーペット類には容易に着火せず、たとえ着火しても燃え広がらないように防炎機能を有した物品を使用することが義務付けられている。

・火気使用取り扱いの監督

；防火管理者の業務の一つに、「火気使用取り扱いの監督」がある。条例に定める火気使用器具の管理の基準や火の使用の制限等を守らせることと、防火担当責任者や火元責任者に対し適切な指示監督を行なわなければならない。

２、収容人員の適正管理

・病院・社会福祉施設等の定員管理と避難管理

（1） 入院患者・入所者等の収容管理

1 重症患者、老人、乳幼児など自力で避難することが困難な者は、できるだけ低い階に収容する。

2 より重要度の高い患者等は、同一階においても、ナースステーションや避難口の近くに収容する。

3 やむを得ず自力避難が困難な患者等を高い階に収容する場合は、非常時に職員がどのような方法、避難経路によって救出するか事前に定めておくなど特別に配慮する。

（2） 入院患者、入所者等の把握

1 入・退院のチェックを励行し、患者等の数・氏名等を病棟又は施設ごとに常に把握するとともに、介護者や見舞客の出入りについても把握するよう努める。

2 管理日誌、外出許可証等によって長期療養を必要とする入院患者等の外出・外泊を確認する。

（3） 入院患者、入所者等の避難区分

1 入院患者等を病状、障害の程度等に応じて、自力避難できない者、介添え等により避難可能な者、自力避難が可能な者に事前に区分し、病室の入り口やベッド等に避難区分を明確に表示する。

2 各病棟及び施設の責任者（婦長、院長等）は、常に避難区分を把握し、看護師、介護者、一般職員等に周知徹底する。

（4） 避難施設の案内

1 入院・入所時に、重症者を除く歩行可能な患者等に対して、非常口扉の開放を確認させるなど具体的な避難方法を教示しておく。

2 病室等の見やすい位置に、病室等から屋外へ通じる避難経路（二方向異常の避難経路）を明示した避難経路図を掲出する。

· 防火管理の進め方と消防計画

・災害予防管理

；火災等の災害を発生させない為の火気管理と災害が発生した場合に備えて設置されている消防用設備及び防火・非難施設などを維持管理する業務。これらの業務は日常業務の中で行なわれるべきものと、専門技術者により定期的に行なわれるべきものに区分される。

・火災活動管理

；火災等が発生した場合、その被害を最小限にとどめる為、通報連絡・初期消火・避難誘導等を迅速かつ確実に行なわなければならない。その為には、組織的な活動が不可欠となる。

・消防計画

；防火管理制度の趣旨や過去の事例から得た教訓を踏まえて、基本的な原則に則った上で組織的に一体となって業務を推進する基本原則。

・管理権原者の指示を受け防火管理者が作成

・防火管理者に選任後直ちに作成

・防火対象物の用途・構造･規模・設備･営業又は操業の形態等を十分に踏まえてその実態に即し他計画を作成する事が必要

※病院・社会福祉施設等における消防計画の重点事項

①入院患者等の在館者の救護区分(担送、護送、独歩)の明確化と周知徹底

②休日夜間の活動体制

③職員の非常収集計画

④避難誘導、救出救護、搬送体制

⑤火災予防管理体制

⑥危険物品(特に引火性液体類)の適正取り扱い、管理の徹底

●消防の諸届出制度

・「防火管理者選任（解任）届出書」の書き方注意

1 日付は届出をする日

2 宛先は「八戸消防署長」とする。

3 届出者には法人の住所・氏名（名称及び代表者氏名）・押印

4 所在地には住所記載

5 名称には法人名記載

6 用途は「病院」　令別表第16項

7 収容人数は消防署に問い合わせて確認する

●施設･設備の維持管理

①消火設備

・　消火器；粉末消火器･強化液消火器･泡消火器･二酸化炭素消火器・ハロゲン消火器

· 屋内消火栓設備；1号消火栓・2号消火栓・易操作性1号消火栓

· スプリンクラー設備；放水型スプリンクラーヘッド・閉鎖型スプリンクラーへッド･開放型スプリン　　　　　　　クラーヘッド等

②警報設備

· 自動火災報知設備；熱感知器・煙感知器・炎感知器等

· 非常警報設備；非常ベル・非常放送設備等

③避難設備

· 避難器具；すべり台・救助袋・緩降機・避難はしご・避難ロープ・避難用タラップ・すべり棒等

· 誘導灯・誘導標識

④消防用水・消火活動上必要な施設

· 消防用水；防火水槽・防水層・貯水槽・貯水池・プール

· 排煙設備

· 連結散水設備

· 連結送水管

· 非常コンセント設備

· 無線通信補助設備

・点検体制の確立と必要性

１、消防用設備等の定期点検

　定期点検；消防設備士や有資格者などが実施する。

　日常点検；防火管理者や火元責任者が行なう。

※特定防火対象物は1年に1回、非防火対象物については３年に1回、点検結果を消防署長宛に報告する義務がある。

●自衛消防

１、訓練

・特定防火対象物の場合、訓練は通報訓練、消火訓練、非難訓練、総合訓練を年２回以上実施する必要がある。(消防法第8条に規定)

２、教育

・一般の従業員等を含めたすべての者の高い防火意識に支えられた防火管理を推進するべく、適時適切な防災教育を実施することが大切。

・教育の目的；火災、地震災害に関する知識を習得する。災害防止の知識向上を図る。災害発生時の措置判断や行動能力を図る。組織の人間関係の緊密化を図る。

●危険物の安全管理

・危険物；消防法第１に掲げる物品で、一定の危険性状を有するもの。

・危険物の性質と概要

	類別
	性質
	品名
	消火方法

	第一類
	酸化性固体
	塩素酸塩類、過塩素産塩類、無機過酸化物等
	冷却消火

	第二類
	可燃性固体
	硫化りん、赤りん、硫黄、鉄粉等
	冷却消火

	第三類
	自然発火性物質、禁水性物質
	カリウム、ナトリウム、アルキルアルミニウム

黄リン等
	窒息消火

	第四類
	引火性液体
	第一石油類、アルコール類、第二石油類等
	窒息消火

	第五類
	自己反応性物質
	ニトロ化合物、硝酸エステル類、アゾ化合物等
	冷却消火

	第六類
	酸化性液体
	過塩素類、硝酸、過酸化水素等
	冷却消火


●地震対策

１、地震の知識

・地震による災害

①第一次災害；土地の隆起・沈降、断層の発生、山崩れなど

②第二次災害；火災、津波、爆発、ライフラインの断絶、パニック・デマの発生

２、地震の対策

①出火防止対策

②火気使用設備の器具の事前対策

③建築物等の点検と補強対策の留意

④津波対策

⑤消防計画に基づく地震対策

⑥防災教育、訓練の実施
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